様式第１号（第２条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

	法人の事業税の不均一課税届出書

	年　　月　　日
財務事務所長　様
	所在地
	

	
	名称
	

	
	法人番号
	

	
	代表者氏名
	㊞　

	
	この届出に応答する係及び氏名
	電話番号（　　　）　　－

	　静岡県半島振興対策実施地域における県税の特例に関する条例第５条の規定により、次のとおり届け出ます。

	不均一課税を受ける事業年度
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	新設し、又は増設した設備に係る事業の種類、事務所又は事業所の名称及び所在地
	事業の種類
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	所在地
	

	当該設備を事業の用に供した日
	　　　年　　　月　　　日

	当該設備を構成する減価償却資産（法人税法施行令第13条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）の取得価額
	種類
	取　 　得　 　価　 　額

	
	建物及びその附属設備
	円

	
	構築物
	円

	
	機械及び装置
	円

	
	車両及び運搬具
	円

	
	工具、器具及び備品
	円

	
	船舶・航空機
	円

	
	合計
	円

	主たる事業が電気供給業（小売電気事業を除く。）、ガス供給業又は倉庫業の場合
	新設し、又は増設した設備に係る固定資産の価額（付表⑨）
	円

	
	本県内に有する事務所又は事業所の固定資産の価額（付表⑩）
	円

	主たる事業が上記以外の場合
	新設し、又は増設した設備に係る従業者の数（付表⑥）
	人

	
	本県内に有する事務所又は事業所の従業者の数（付表⑦）
	人

	区　　分
	本県分の
課税標準額

　　　 Ａ
	比率(付表
⑧又は⑪)

　　　Ｂ
	設備に係る

課税標準額
(Ａ×Ｂ) Ｃ
	税率
	不均一課税
前の税率  Ｄ
	税　　額
（Ｃ×Ｄ）

（Ｃ×Ｄ’）
	軽減税額

	
	
	
	
	
	不均一課税
の税率    Ｄ’
	
	

	所　得　金　額
	年　　万円以下の金額

　　　　　ア
	円
	
	円
	100
	円

エ
	円

（エ－オ）

	
	
	
	
	
	100
	オ
	

	
	年　　万円を超え年　　万円以下の金額　　　　イ
	
	
	
	100
	カ
	（カ－キ）

	
	
	
	
	
	100
	キ
	

	
	年　　万円を超える金額

　　　　　ウ
	
	
	
	100
	ク
	（ク－ケ）

	
	
	
	
	
	100
	ケ
	

	
	計
（ア＋イ＋ウ）
	
	
	
	
	（エ＋カ＋ク）
コ
	（コ－サ）

セ

	
	
	
	
	
	
	（オ＋キ＋ケ）
サ
	

	
	軽減税率不適用法人の金額
	
	
	
	100
	シ
	（シ－ス）

ソ

	
	
	
	
	
	100
	ス
	

	既に軽減の確定した当期分の税額　タ
	円

	軽減を受ける税額

（（セ又はソ）－タ）
	円


（注）　この届出書は、不均一課税を受ける事業年度ごとに提出してください。
様式第１号付表（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

　１　従業者の数の明細（電気供給業（小売電気事業を除く。）、ガス供給業又は倉庫業以外の場合）
	新増設設備の名称
	　事業年度
項　目
	年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

	
	
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	計
	分割基準適用後の事業年度末日の数値

	
	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	
	人

	
	新設し、又は増設

した設備に直接従事
する従業者の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	①
	

	
	新設し、又は増設

した設備に係る
事務職員等の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	②
	

	
	新設し、又は増設

した設備に直接従事

する従業者の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	③
	

	
	新設し、又は増設

した設備に係る

事務職員等の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	④
	

	本県内に有する事務所等に従事する従業者で上記以外のものの数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	⑤
	

	新設し、又は増設した設備に係る従業者の数
	①＋③
	⑥
	人

	本県内に有する事務所等に従事する従業者の数
	①＋②＋③＋④＋⑤
	⑦
	人

	比率
	
	 ⑥ 

 ⑦ 
	⑧
	


　２　固定資産の価額の明細（電気供給業（小売電気事業を除く。）、ガス供給業又は倉庫業の場合）

	事業年度

項目
	　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	新設し、又は増設した設備に係る固定資産の価額
	⑨
	円

	本県内に有する事務所等の固定資産の価額
	⑩
	円

	比率
	 ⑨ 

 ⑩
	⑪
	


様式第２号（第２条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

	個人の事業税の不均一課税届出書

	年　　月　　日
　　　　財務事務所長　様
	住所
	

	
	氏名
	㊞　

	
	個人番号
	

	
	電話番号
	（　　　　）　　　－

	　静岡県半島振興対策実施地域における県税の特例に関する条例第５条の規定により、次のとおり届け出ます。

	届出に係る事業税のもととなる所得の発生した年
	年

	新設し、又は増設した設備に係る事業の種類､事務所又は事業所の名称及び所在地
	事業の種類
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	所在地
	

	当該設備を事業の用に供した日
	　　　年　　　月　　　日

	当該設備を構成する減価償却資産（所得税法施行令第６条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）の取得価額
	種類
	取　　 得 　　価　　 額

	
	建物及びその附属設備
	円

	
	構築物
	円

	
	機械及び装置
	円

	
	車両及び運搬具
	円

	
	工具、器具及び備品
	円

	
	船舶・航空機
	円

	
	合計
	円

	本県分の課税標準額
	ア
	円

	従業者の数
	新設し、又は増設した設備に係る従業者の数（付表⑥）
	イ
	人

	
	本県内の事務所又は事業所に従事する従業者の数（付表⑦）
	ウ
	人

	
	比率（付表⑧）
	 イ 

 ウ
	エ
	

	不均一課税の対象となる課税標準額
	ア×エ
	オ
	円

	税　　率
	不均一課税前の税率
	カ
	   　　　

１００

	
	不均一課税による税率
	キ
	   　　　

１００

	税　　額
	オ×カ
	ク
	円

	
	オ×キ
	ケ
	円

	軽減税額
	ク－ケ
	コ
	円

	既に軽減の確定した当該年度分の税額
	サ
	円

	軽減を受ける税額
	コ－サ
	シ
	円


（注）　この届出書は、不均一課税を受ける年ごとに提出してください。
様式第２号付表（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

従業者の数の明細

	新増設設備の名称
	年
項　目
	年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

	
	
	１月末 
	２月末 
	３月末 
	４月末 
	５月末 
	６月末 
	７月末 
	８月末 
	９月末 
	10

月

末


	11

月

末


	12

月

末


	計
	分割基準適用後の年の末日の数値

	
	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	
	人

	
	新設し、又は増設

した設備に直接従事

する従業者の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	①
	

	
	新設し、又は増設

した設備に係る

事務職員等の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	②
	

	
	新設し、又は増設

した設備に直接従事

する従業者の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	③
	

	
	新設し、又は増設

した設備に係る

事務職員等の数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	④
	

	本県内に有する事務所等に従事する従業者で上記以外のものの数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	⑤
	

	新設し、又は増設した設備に係る従業者の数
	①＋③
	⑥
	人

	本県内に有する事務所等に従事する従業者の数
	①＋②＋③＋④＋⑤
	⑦
	人

	比率
	
	 ⑥ 

 ⑦ 
	⑧
	


様式第３号（第２条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	不動産取得税の不均一課税届出書

	年　　月　　日
財務事務所長　様
	住所又は

所在地
	

	
	氏名又は

名称
	㊞　

	
	個人番号又

は法人番号
	

	
	この届出に応答する係及び氏名
	電話番号（　　　）　　－

	　静岡県半島振興対策実施地域における県税の特例に関する条例第５条の規定により、次のとおり届け出ます。

	新設し、又は増設した設備に係る事業の種類､事務所又は事業所の名称及び所在地
	事業の種類
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	所在地
	

	当該設備を事業の用に供した日
	　　　年　　　月　　　日

	当該設備を構成する減価償却資産（所得税法施行令第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令第13条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）の取得価額
	種類
	取　　 得　　 価　　 額

	
	建物及びその附属設備
	円

	
	構築物
	円

	
	機械及び装置
	円

	
	車両及び運搬具
	円

	
	工具、器具及び備品
	円

	
	船舶・航空機
	円

	
	合計
	円

	不均一課税の適用を受ける税額等に関する事項
	土地又は家屋の区分
	土　　　地
	家　　　屋

	
	課税状況
	課税　・　未課税
	課税　・　未課税

	
	課税年度
	
	

	
	税額
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円


	還付先口座

（既に納付

済みの場合）
	金融機関名　　　　　　　　　　　　　支店・出張所

口座番号（普通・当座）　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps20 \o\ad(\s\up 9(（フリガナ）),口座名義人)


※この欄は還付金が発生する場合のみ記入してください。

	特別償却設備の用に供する土地及び家屋

	土地又は家屋の区分
	土　　　地
	家　　　屋

	所在地
	
	

	地番又は家屋番号
	
	

	地目又は種類及び構造
	
	

	地積又は床面積
	
	

	
	うち特別償却設備の用に供する土地の地積又は家屋の床面積
	
	

	取得の方法
	
	

	取得年月日
	
	

	取得した土地を敷地とする家屋の建設着手年月日
	
	


　
様式第４号（第２条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	固定資産税の不均一課税届出書

	年　　月　　日
財務事務所長　様
	住所又は

所在地
	

	
	氏名又は

名称
	㊞　

	
	個人番号又

は法人番号
	

	
	この届出に応答する係及び氏名
	電話番号（　　　）　　－

	　静岡県半島振興対策実施地域における県税の特例に関する条例第５条の規定により、次のとおり届け出ます。

	新設し、又は増設した設備に係る事業の種類､事務所又は事業所の名称及び所在地
	事業の種類
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	所在地
	

	当該設備を事業の用に供した日
	　　　年　　　月　　　日

	当該設備を構成する減価償却資産（所得税法施行令第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令第13条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）の取得価額
	種類
	取　　 得　　 価 　　額

	
	建物及びその附属設備
	円

	
	構築物
	円

	
	機械及び装置
	円

	
	車両及び運搬具
	円

	
	工具、器具及び備品
	円

	
	船舶・航空機
	円

	
	合計
	円

	不均一課税の適用を受ける税額等に関する事項
	課税状況
	課税　・　未課税

	
	課税年度
	

	
	税額
	　　　　　　　　　円


	還付先口座

（既に納付

済みの場合）
	金融機関名　　　　　　　　　　　　　支店・出張所

口座番号（普通・当座）　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps20 \o\ad(\s\up 9(（フリガナ）),口座名義人)


※この欄は還付金が発生する場合のみ記入してください。









